
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 一人当たり

Ａ Ｂ  給与費（B/A）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成19年４月１日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 

　　

 (4) 給与改定の状況

　　　　①月例給

（参考）

Ａ Ｂ

円 円 円 ％ ％ ％

 

20,173,518

  計

千円千円 千円 千円千円

7,086 7,136

0.00 0.00 

「民間給与」「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
パイレス比較した平均給与月額です。

民間給与 較差 勧告

432,687 432,612 0.00 75 

0.02 %

区分 歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

（19年度末）

平成２０年度　江東区の給与・定員管理等について

実質収支 人 件 費

19年度

区分

　　　　千円 　　　　千円

人

5,272,390

　　　　千円
19年度

21.4432,090 143,384,628 30,672,9013,599,369

（参考）

18年度の人件費率

％

人件費率

Ｂ／Ａ

　　　　　％

Ｂ

人　

2,847 11,632,013 3,269,115

 （注）

 （注）

21.8

給   与   費

千円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

(参考)特別区平均

一人当たり給与費

区分

Ａ－Ｂ

地域手当補正後の数値は、地域手当の支給率について国との違いを考慮して補正したものです。

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示
す指数です。

国の改定率公務員給与

（勧告率）

給与改定率

人事委員会の勧告

20年度

職 員 数

(H15)
102.0

(H15)
102.1

(H15)
100.7

(H20)
98.3

(H20)
101.8

(H20)
101.5

（H20）
地域手当補正後

99.0

（H20）
地域手当補正後

100.5

（H20）
地域手当補正後

100.2

90

95

100

105

江東区 特別区平均 全国市平均
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　　　　②特別給

（参考）

Ａ Ｂ

 

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（Ｃ） （Ｄ）

円 円

円 円

円 円

※

※

※

平均年齢

53.9

公　務　員

48.9

47.8

1.76

Ｃ／Ｄ

――

3,227,400 2.07

――

395,703329,797

〔民間との比較について〕
民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
（平成17～19年の３ヶ年平均）
技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
するものではありません。
年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、
公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を
加えた試算値です。

区　　分

4,170,000 1.74

7,296,408 4,152,700

うち用務員

427,272

うち清掃職員

うち学校給食員

公務員

7,254,040

6,677,833

江　東　区 ――

――

398,736
 廃棄物処理業
 従業員

 調理士
383,106

389,865

43.6

37.5

393,187

396,797

447,458清掃職員

398,180

332,026 422,85549.1

51.6

171

383,810

424,491

平均年齢 職員数

326,864

35 328,24051.2

43.3

46.7

区　　分

202

2,017

江　東　区
598

用務員

学校給食員

東 京 都

国

特 別 区

――
284,679

―― ――

平均給料月額
平均給与月額

(A)

民　間

年収ベース（試算値）の比較

参　　　考

 用務員

平均給与月額
（国ベース）

320,6234,784

541

――

民　　間

1.76

平均給与月額
(B)

――

 対応する民間
 の類似職種

――

1.27

――

299,700

303,100

225,900

参　考

1.49

Ａ／Ｂ

―― ――――

427,355

平均給与月額
（国ベース）

――

――

――

――――

416,645

387,506

424,745

――　

月月

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、
「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

4.51 4.50 0.01 

月

4.504.50

国の年間支給月数

平均給与月額

年間支給月数較差

平均給料月額

月

勧告

0.00

民間の支給 公務員の

（改定月数)　割合　　 Ａ－Ｂ

332,163

――

447,214

474,047

月

支給月数

区分

人事委員会の勧告

東 京 都

国

43.3

41.1

特 別 区

江 東 区

月

 （注）

20年度

平均年齢区  分

42.9

471,262

345,998

325,113

355,590

350,724

44.2

322,550
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　　　　③幼稚園教育職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(2) 職員の初任給の状況（平成20年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成20年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

39.2

43.2

40.5

東 京 都

区  分

経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

330,525

332,848 384,425

408,200

一般行政職

技能労務職

181,200

幼稚園教育職員
193,000

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒 143,000

476,236

142,700

178,100

375,900

278,100

経験年数１０年

高 校 卒

175,700

一般行政職

大 学 卒

232,525

（注）幼稚園教育職員の東京都の欄には、小・中学校教育職員の初任給を記載しています。

――　

195,600

142,700

技能労務職 237,600

421,957

円

341,763

高 校 卒

区　　　         分

（注）１
　　　２

　

　　　３

江 東 区

特 別 区

区　　　分

高 校 卒

181,200

江 東 区

Ⅰ 種
円181,200

　「平均給料月額」とは、平成20年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされて
います。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊
勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも
のです。
　幼稚園教育職員の東京都の欄には、小・中学校教育職員の金額等を記載しています。

444,275

大 学 卒

平均年齢 平均給料月額

350,985

平均給与月額

354,450

300,933

274,841

274,043

415,700

東 京 都

――　

134,900

短 大 卒

137,200

140,100

国

Ⅱ 種 172,200

304,900 359,400
幼稚園教育職員

大 学 卒

266,300
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　本区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）平成１８年に１０級制から９級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級を統合）
　　　平成２０年に８級制に変更しています。（旧給料表の９級廃止）

1.9

42

76 6.1

構　成　比職　員　数

25.8320

411 33.2

117 9.4

部長又はこれに相当する職の職務

７　　級

総括係長の職の職務

課長又はこれに相当する職の職務

統括課長の職の職務

６　　級

５　　級

８　　級

係長、担当係長、主査又はこれに
相当する職の職務

下記各職務の級に属さない職の職
務

19.5

標準的な職務内容

242

３　　級
主任主事又はこれに相当する職の
職務

区　　分

１　　級

高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職の職務

２　　級

４　　級

3.4

9

23

0.7

３級, 25.8%
３級, 26.5%

４級, 34.3%

５級, 9.4% ５級, 11.1%

１級, 6.1%
１級, 4.8%

１級, 0.1%

２級, 19.5% ２級, 17.5%

２級, 0.6%

３級, 20.9%

４級, 33.2%

４級, 27.4%

５級, 35.8%

６級, 3.4% ６級, 2.7%

６級, 9.5%

７級, 0.8%７級, 0.7% ７級, 3.2%

８級, 1.9% ８級, 2.1% ８級, 0.9%

９級, 0.2%９級, 0.0% ９級, 1.4%10級, 0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成20年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 勤務成績に応じた昇給の状況

　

Ａ 7 号 人

Ｂ 5 号 人

Ａ 7 号 人

Ｂ 5 号 人

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（19年度） １人当たり平均支給額（19年度）

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算  5～20％ ・役職加算  3～20％ ・役職加算  5～20％

・管理職加算 15％、20％ ・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注）　支給割合は一般職員の例で、(  )内は再任用職員分です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（１９年度）

人

人

(2) 退職手当（平成20年４月１日現在）

(支給率) (支給率)

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～２０％加算） （２～２０％加算）

１人当たり平均支給額

　　　　 千円 千円

1.50

(1.60)

59.28

1,902

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

人　数

東　京　都 国

292

人　数

3

特に良好

勧奨・定年

(0.55)

成績率

7

17

63

30.55

47.50

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

自己都合

59.28

国

(0.75)

最 上 位

3.00

105.0／100 0

昇給号数

(1.60)

32.50 44.50

59.20

59.20

33.50 41.34

3.00

江  東  区

49.75

24.25

50.00

23.50

102.5／100

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

59.28

自己都合

5,018 24,468

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額です。

管理職以外の職員

(0.75)

特に良好

区　分 昇給区分

区　分 成績率の段階

江　東　区

3.50

極めて良好

1,977

(1.80)

1.50

管　理　職

管　理　職
極めて良好

上　　位

1.00

勧奨・定年

34.25
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 (3) 地域手当（平成20年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人

（平成22年度の制度完成時）

％ ％

 (4) 特殊勤務手当（平成20年４月１日現在）

千円

円

％

種類

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

13.1

177

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

552,129

192

国の制度（支給率）

45,542

18

日額 170 ～ 580円

廃棄物の処理に関連す
る業務
ごみの収集又は自動車
による運搬作業に従事

113,571

面接、訪問、相談業務
及び各種検査業務

4

日額 240円
物件移転補償折衝及び
放置自転車撤去等指
導・折衝

日額 700円

日額 300円（加算）

昇降機等の検査業務

危険高所での検査業務

日額 380円

日額 270円

556,206

16

――　

1,698,097

国の制度（支給率）

江東区内

――

特定危険現場作業手当

588,293

3,094

1

主な支給対象職員

支給実績（19年度決算）

14.5

18江東区内

栃木県日光市
（日光高原学園）

支 給 率

支給実績（19年度決算）

支給対象地域 支給対象職員数

取締・折衝業務手当

支給実績（19年度決算）

保健・福祉業務手当

清掃業務従事職員特殊
勤務手当

土木部管理課及び交通対策課
職員

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

都市整備部建築課及び総務部
営繕課職員
土木部道路課及び水辺と緑の
課職員

手当の名称

手当の種類（手当数）

清掃事務所職員

福祉事務所、塩浜福祉園及び
保健所職員

支給実績（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給対象地域 支 給 率
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(6) その他の手当（平成20年４月１日現在）

円

円

部長職　 128,600円(医療職 142,400)

統括課長 105,800円

課長職　  91,100円(医療職  94,800)

幼稚園長  92,800円

教　頭    56,000円

円

円

円

円

円

上記以外の扶養親族１人に
つき

5,500 円

国の制
度との
異　同

配偶者または配偶者を欠く
第一子

（支給額）

（19年度決算）

175,681

（19年度決算）

千円

支給職員１人当た
　り平均支給年額

１時間当たり給与額×135/100×勤務時間

（支給額）

休日給

異なる

異なる

異なる

同じ

扶養親族のある者

通勤距離が片道２km以上である職員に
支給

　６か月定期券相当額

初任給調整手当

8,800 円

手　当　名

扶養手当 扶養親族のある職員に支給

13,700 円

内容及び支給単価

（支給額）

　通勤距離により2,600～13,000円

交通用具使用者

　限度額；１か月あたり55,000円

世帯主である職員に支給

同、       21～40年　１年ごとに減額

１時間当たり給与額×25/100×勤務時間

休日又は深夜に勤務した職員に支給

宿日直手当

休日給夜勤手当

404,053
自動車等使用
距離区分

支給期間、支
給額

支給要件、支
給額

184,040

12,910

175,100 円

同(単身赴任手当受給者)

8,300 円

同(単身赴任手当受給者)

扶養親族のない者

4,100 円

医師、その他専門的知識を必要とする
職に従事する職員に一定期間支給

（支給額）

大学卒業後 １～20年

4,400 円

（支給額）

9,300 円宿直又は日直の１回あたり

支 給 実 績

異なる

夜勤手当

宿直、日直を行った職員に支給

国の制度と
異なる内容

支給額異なる 217,142

131,840――

勤務態様、支
給額

1,761,255

295,605

千円

千円

4,568 63,444千円

100,131千円

156,670千円

1,148,586異なる
職務区分、支
給額

管理又は監督する地位にある職員に支
給

千円113,710

（支給額）

通勤手当

管理職手当

特定期間の子への加算額 4,000 円

（16歳年度初め～22歳年度末）

住宅手当

交通機関等の利用者

（支給額）職務ごとの定額
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円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成20年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

月分

月分

（１期の手当額） （支給時期）

円 （任 期 毎）

円 （任 期 毎）

 

815,000

議 員

23,260,000

1,163,000

930,000

956,000

1,254,000

1,006,700

円／

円／

義務教育等教
員特別手当

幼稚園教育職員に支給

管理職員特別
勤務手当

統括課長、課長職又は幼稚
園長

7,000 円教　頭

10,000 円

国の制
度との
異　同

同じ

異なる

　加算額(100㎞以上) 3,000～7,000円

10,200 円日光高原学園（月額）

（支給額）

239,000

円／

区 分 給　料　月　額　等

1,013,000
給
　
料

在勤する公署の移転等に伴い、配偶者
と別居して単身で生活する職員に支給

距離制限、支
給額

異なる

　基礎額　 　　　　 月額　20,000円

――

80,786

（月額） 2,500～9,800円

51 51,000

千円

（支給額）職務の級、号給による定額

寒冷地に在勤する職員に支給
（11月～翌年３月）

千円

報
　
酬

956

9,048

882,000

円／

円／

829,800

千円

部長職

管理又は監督する地位にある職員が週
休日又は休日に勤務した場合に支給

（支給額）

内容及び支給単価手　当　名

期
末
手
当 3.65副 議 長

議 長

区 長

議 員

寒冷地手当

単身赴任手当

配偶者宅との交通距離による

６時間を超える勤務の場合  150/100

副 区 長

区 長

　　（19年度支給割合）

　　（19年度支給割合）

3.65副 区 長

議 長

（参考）類似団体における最高／最低額

613,000 623,000 588,200

755,000801,000

930,000

副 議 長

64,756

国の制度と
異なる内容

（19年度決算）（19年度決算）

千円2,914支給額

支給職員１人当た
　り平均支給年額

支 給 実 績

　給料月額×340/100×勤続年数

区 長

　　（算定方式）

　給料月額×500/100×勤続年数

12,000 円

（支給額）

12,648,000副 区 長

（注）１

　

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

退
職
手
当
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

業務増

業務増

保育所の民営化等

執行体制の見直し

業務増

業務増

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人
人）

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人
人）

後期高齢者医療制度発足

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 人

(2) 年齢別職員構成の状況（平成20年４月１日現在）

　

人

396 406281

人

59

計

以上

人

～

2,905
職員数

人 人

1

主な増減理由

人

43

252 312 4313968 88 165 169

人 人 人 人人 人 人

55未満 23 27 31 35 39 47 51

～ ～～ ～ ～ ～ ～ ～

20 24 60歳56

1 人

△50 人

[ 3,621］ 

～

4440

2,955 人

107 人
公営企
業等会
計部門

国 保事 業等 108 人

[ 3,621］ 

普
通
会
計
部
門

1,141 人

14 人

2,309 人

93 人

383 人

2,848 人

18 人

48 52

[    0］ 

28 32 36

0 人1 人

16 人

1 人

2,905 人
合　　計

（注）１

　　　２

職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、公社等への派遣職員（特
別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、東京二十三区清掃一部事務組合、東京都後期高齢者医療
広域連合派遣職員を除く。）を含み、臨時または非常勤職員を除いています。
[     ]内は、条例定数の合計です。

67.23

区　分

20歳

△8 人

△31 人

14 人 0 人

平成20年

職 員 数

平成19年

95 人税 務

議 会

総 務

2 人

1 人

74.95
△51 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数

（類似団体の人口１万人当たり職員数

給食調理業務の委託推進、学校警備の機械化

63.57

64.73

2 人

2,797 人小 計

52.74

539 人

2,279 人

△21 人

一
般
行
政
部
門

4 人379 人

△30 人

234 人

商 工

民 生 1,172 人

土 木

392 人 400 人

対前年
増減数

　　　　　　区　　分

　部　　門

教 育 部 門

235 人

計

衛 生

労 働

518 人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

 ①平成17年４月１日～平成22年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

ア　第一次定員適正化計画

イ　第二次定員適正化計画

②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

2,891 

計

△61  

5 

平成14年３月31日

終　期

終　期

平 成 22 年 4 月 1 日

計　画　期　間

純　減　数 純　減　率

始　期
数値目標

△ 174 △ 5.73,065 2,891

（注）

△ 43

５年目

17～22年

△104  

（参考）

数値目標

（注）１
　　　２
　　　３
　　　４

3,012 2,955 2,905
計

職員数

増　減 △ 53

計画期間は、18年～22年の５年間です。
計欄の（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
増減は、計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示します。
職員数には、公社等への派遣職員を含み、部門別には区分していません。

△ 174 

3,065

△ 57

107

３年目

518

19年

数値目標

△ 16

22年

539

(92.0％)

４年目

1

△ 21

108

21年20年

職員数には、公社等への派遣職員を含みます。

約１０％、３６０人の純減

３２０人の純減

増　減

105

2,325職員数

増　減

2,340

103

△ 15

特別行政
職員数

増　減

582

△ 40

公営企業
等 会 計

職員数

2,279

△ 30
一般行政

622

2,309

計　画　期　間

平成９年４月１日

始　期

計画始期 １年目

　　　　　　区　　分

部　　門

18年17年

平成14年４月１日 平成19年３月31日

２年目

△ 160 

2 2

――

△ 50

平 成 17 年 4 月 1 日

職　員　数 職　員　数

10


